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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）

◇政策の指標

◇平成27年度の政策評価（政策の概要）

◇平成27年度の政策評価（政策の進捗・課題）

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

平成28年度

（予算費目名）

「分野」

社会福祉総務費

すべての人が安心していきいきと暮らすことのできる地域福祉の推進

平成 28 1
（管理番号） （担当課） （責任者）

7

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光

政策シート （政策名）

H36
目標値

1,811,867 3,875,602

・民生委員・児童委員の活動支援や社会福祉審議会の開催等により、地域福祉を推進し、誰もが住み慣れた地
域で安心して生きがいを持って暮らすことができる、豊かな福祉社会の実現を目指す。
・人権啓発、人権教育や保護司会連絡協議会への支援等により、市民が相互の人権を尊重し、偏見と差別のな
い明るい社会づくりを目指す。
・社会福祉法人の認可及び指導監査等により、法人・施設の適正な運営と円滑な事業推進を図る。

H27 H28

4,053,794

健康・福祉

決算 1,528,563
人件費（A） 169,680 175,980

予算

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

年度

報酬（B） 726

H27政策指標 単位

2,212
年間経費(予算又は決算+A+B) 1,698,969

H28

地区社会福祉協議会の設置数
団体 58

目標
実績

54 54

目標

54
2 4

実績
目標
実績 2

コミュニティソーシャルワーカー配置数
人 14

・民生委員・児童委員の活動支援や社会福祉審議会の開催等により、地域福祉を推進し、誰もが住み慣れた地
域で安心して生きがいを持って暮らすことができる、豊かな福祉社会の実現を目指す。
・人権啓発、人権教育や保護司会連絡協議会への支援等により、市民が相互の人権を尊重し、偏見と差別のな
い明るい社会づくりを目指す。
・社会福祉法人の認可及び指導監査等により、法人・施設の適正な運営と円滑な事業推進を図る。

＜進捗＞ 計画通り
・地域における生活上の身近な課題について協議し、地域内の各種団体、組織と協力しながら住民主
体の地域福祉活動を推進する地区社会福祉協議会の活動を支援した。
・地域福祉の担い手である（福）浜松市社会福祉協議会の活動を支援することで、更なる活動の活性
化を図った。
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800 

01011000 1
平成28年度

（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）
福祉総務課 花嶋　徳光

事業費
（千円）

人工

平成 28 7

完
了

コスト
（千円）

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h)

非常勤

1 民生委員・児童委員事業  173,443 168,420 0.7 123

2 地域福祉推進事業  ○○  222,784 1,737

3
避難行動要支援者システム
管理運用事業

5,751 4,351 0.2

0.1 0.2208,227 1.7

4 福祉施設運営事業  223,473

5 人権啓発事業  2.053,758 23,206 3.0 1.0

214,373 1.3

352

6 指導監査事業  42,493 493 6.0

7 戦没者遺家族等援護事業  0.112,564 6,624 0.5 0.6

8 中国残留邦人等支援事業  50,827 49,347 0.1

9 法外援護事業  

0.3

5,741 4,341 0.2

10 生活困窮者自立支援事業  71,226 62,826 0.8

11 友愛の福祉基金積立金  0.3

1.0

11,540 10,000 0.1

12 臨時福祉給付金事業    ○

13
社会福祉総務運営経費（一般
諸経費のみ）

0.432,894 3,394 3.9 0.3

14 臨時福祉給付金等事業  915,400 900,000 2.0

15
年金生活者等支援臨時福祉
給付金事業

0.5

0.5

2,231,900 2,220,000 1.5

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

5.0 2,2120.322.0 2.0

25

計 4,053,794 3,875,602
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

・浜松市民生委員児童委員協議会、区民生委員児童委員協議会（7区）、地区民生委員児童委員協議会（53地
区）の活動に対し負担金及び補助金を交付する。
・民生委員・児童委員の資質・知識・技術の向上を図るため、各種研修会を開催する。その他、民生委員・児童委
員の活動を支援する。
・民生委員・児童委員の一斉改選に伴い、候補者推薦に関する事務や式典の開催を行う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

民生委員・児童委員事業事業シート （事業名）

民生委員法に基づき活動する民生委員・児童委員を支援することにより、社会福祉の増進を図る。

S55 -

主要
事業

一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

162,492 168,420
決算 159,381

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

民生委員法等 －

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円) 123

168,420

市債

人件費　(千円) 4,900 4,900

国・県支出

159,381

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤

人工

正規 0.7 0.7

再任用(h26)
再任用(h31)

民生委員・児童委員定数に対する充足率（％）
年度 H27 H28 H30 H31 H36

98

実績値 98

目標値 98 98

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値
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◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

・浜松市民生委員児童委員協議会、区民生委員児童委員協議会（7区）、地区民生委員児童委員協議会（53地
区）の活動に対し負担金及び補助金を交付する。
・民生委員・児童委員の資質・知識・技術の向上を図るため、各種研修会を開催する。その他、民生委員・児童委
員の活動を支援する。

指標の達成度

計画通り

小項目 現状大項目

・民生委員・児童委員定数に対する充足率に関しては、目標を達成したので、来年度も引き続き現状の高水準を維持するよう
に働きかけを行っていく。
・民生委員・児童委員研修会（１期目、２期目以上、地区正副会長、主任児童委員等を対象）を実施し、民生委員・児童委員
の資質向上を図ることにより、地域における民生委員・児童委員活動を浸透することができた。
・平成28年度の一斉改選に伴い、、現状に合った見直しを行うため、各地域の定数変更希望調査等を実施した。この結果を
基に、平成28年度に定数条例変更を行う。

・現状の事業費で、例年の事務を行うとともに、平成28年度の一斉改選関係事務を行った。

28 7

人工

事業費 人工現状

現状 現状

補助・助成 補助・助成（公益団体）

大項目 改善 小項目 その他 事業費

・経済不安による生活保護世帯の増加、子どもが被害者となる事件・事故の頻発、災害時の避難行動要支援者に対する避
難支援など、民生委員・児童委員の活動は、今後ますます重要になることから、継続して支援を行う必要がある。
・なり手不足の問題もある中で、業務の内容を精査し、見直しを行い負担軽減を図っていく。
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

【重点戦略項目　No.47・50】
・地区社会福祉協議会活動支援事業…地区社会福祉協議会の設立促進、ボランティアコーナーの整備
【重点戦略項目　No.49】
・地域福祉活動推進事業…各区へのコミュニティソーシャルワーカーの配置

・浜松市社会福祉協議会活動助成事業（補助金）…（福）浜松市社会福祉協議会の活動を支援する。
・日常生活自立支援助成事業（補助金）…（福）浜松市社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業を支
援する。
・地域福祉活動推進事業…地域福祉計画リーディングプロジェクトの推進、地域福祉啓発ポスターコンクールの
実施、ボランティア団体活動促進事業の実施、浜松市社会福祉大会の開催、浜松市社会福祉審議会の開催、福
祉有償運送運営協議会の開催。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

地域福祉推進事業　事業シート （事業名）

高齢や障害などで支援が必要となっても、幅広い市民の参加により相互に支え合うことによって、誰もが住み慣
れた地域で自分らしく安心して暮らせる福祉社会の構築を図る。
また、社会福祉功績者に対する表彰、社会福祉大会や社会福祉審議会の開催など、福祉に係る諸施策の調整
を行い、円滑な運営を支援することにより社会福祉の推進を図る。

S26 -

主要
事業

一般会計
法定受託事務

自治事務（法令義務）
自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

201,173 208,227
決算 197,957

170
一般財源

事業費(千円)
予算

○ ○

H27 H28

社会福祉法、統計法、浜松市
社会福祉審議会条例等

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円) 369 1,737

149
193,876

市債

人件費　(千円) 12,820 12,820

国・県支出 13,582 14,181

184,226

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤 0.2 0.2

人工

正規 1.7 1.7

再任用(h26)
0.1再任用(h31) 0.1

地区社会福祉協議会の設置数（団体） - 47
年度 H27 H28 H30 H31 H36

58

実績値 54

目標値 54 54

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

コミュニティソーシャルワーカー配置数（人） 49

7目標値 2

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

14

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

地域ボランティアコーナー開設数（箇所） 50
年度 H27 H31

58

実績値 39

目標値 41 43

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値 2

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値
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◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

改善

1

【重点戦略項目　No.47・50】
・地区社会福祉協議会活動支援事業…地区社会福祉協議会の設立促進、ボランティアコーナーの整備
【重点戦略項目　No.49】
・地域福祉活動推進事業…各区へのコミュニティソーシャルワーカーの配置

・浜松市社会福祉協議会活動助成事業（補助金）…（福）浜松市社会福祉協議会の活動を支援する。
・日常生活自立支援助成事業（補助金）…（福）浜松市社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業を支
援する。
・地域福祉活動推進事業…地域福祉計画リーディングプロジェクトの推進、地域福祉啓発ポスターコンクールの
実施、ボランティア団体活動促進事業の実施、浜松市社会福祉大会の開催、浜松市社会福祉審議会の開催、福
祉有償運送運営協議会の開催。

指標の達成度

遅れている

小項目 一部委託 現状大項目

・地区社会福祉協議会が未設立の地区に対しては、コミュニティソーシャルワーカーや浜松市社会福祉協議会地区センター
から自治会に対し情報提供を行うなど働きかけたが、設立には至っていない。引き続き自治会や地域住民に対し地域福祉に
ついて意識啓発を行い、地区社会福祉協議会設立に向けた機運の高まりにつなげる必要がある。
・浜松市社会福祉協議会へ委託し、中区と北区でコミュニティソーシャルワーカーをモデル配置し、個別相談、地域支援、仕
組みづくりに取り組むことで、地区社会福祉協議会の活動支援強化やこれまで相談・支援につながっていなかった要援護者
への対応ができた。
・地域ボランティアコーナーは、2地区で新たに開設したが目標は達成できなかったため、引き続き未設置の地区における開
設を目指して地区社会福祉協議会や施設との調整を進める必要がある。
・浜松市社会福祉協議会が行う公的制度や民間サービスでは対応しがたい福祉ニーズへの取り組みなどを支援することで、
地域福祉の推進を図ることができた。

・地区社会福祉協議会活動促進事業費補助金の拡大やコミュニティソーシャルワーカー配置による地区社会福祉協議会の
活動支援強化により、住民主体の地域福祉活動の活性化を図る一方で、浜松市社会福祉協議会活動費補助金の対象事業
見直しを行ったことにより、事業費を縮減した。
・地域福祉の理念や市が推進する福祉事業を市民に周知し、福祉活動の促進を図ることができた。

28 7

人工

協働・助成 事業費 人工現状

拡大 現状

補助・助成 補助・助成（公益団体）

大項目 改善 小項目 協働・助成 事業費

・コミュニティソーシャルワーカー配置事業は実施主体を浜松市社会福祉協議会に移行し、配置人数を4人に増員して本格実
施する。
・誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができる豊かな社会福祉の実現をめざし、地域における「つながり」や「支え合
い」のために関係機関の連携体制を構築していく。
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◇事業工程表

01011000 平成 28

地域福祉推進事業　

7 1
平成28年度

（管理番号）
福祉総務課 花嶋　徳光

No. H27 H28 H29 

（担当課） （責任者） （作成日）

補助シート （事業名）

H30
・未設立2地区との調整
を進め、地区社会福祉
協議会を設立する。

合計58団体設置

・ＣＳＷを全市で14名配
置する。

合計10名配置

47

・浜松市社会福祉協議
会と連携し、未設立地区
の自治会関係者や民生
委員等地区社会福祉協
議会の核となる関係者
と協議
・未設立４地区の状況を
分析し、設立に向けたス
ケジュールを作成
　　合計54団体設置

・浜松市社会福祉協議
会と連携し、住民懇談会
等地域の合意形成に向
けた調整を支援する
・2地区において設立準
備会を立ち上げる

合計54団体設置

・未設立４地区のうち2地
区について地区社会福
祉協議会を設立する。
・未設立2地区につい
て、設立準備会を立ち上
げる

合計56団体設置

49

・モデル地区（中区・北
区）に1名ずつＣＳＷを配
置し、効果を検証する。

　　　合計2名配置

・モデル地区への配置
結果を踏まえ、全区に1
名ずつＣＳＷを配置す
る。

合計4名配置

・ＣＳＷを全市で10名配
置する。

合計7名配置



05 01 02 01 02 年 月 日

◇取組概要

◇行財政改革の視点

行政経営計画 取組番号

取組事項名

個別計画等 計画名等

政策・事業シート（以下の項目に記載）

◇行財政改革の指標・効果額

◇行財政改革の評価
≫

浜松市社会福祉協議会の経営健全化を図るため、外郭団体コミットメントの経営改革アクションプランに掲げる取
り組みを着実に実行できるよう収支実態を把握し、進捗管理を行い、状況に応じて助言・指導を行う。

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 7 1

行財政改革の取り組み （事業名）地域福祉推進事業　

28

社会福祉法人浜松市社会福祉協議会の経営健全化

外郭団体コミットメント

指標（単位） Ｈ27

　４　市民協働・官民連携の推進

◇行財政改革の進行管理 （行政経営計画、個別計画等、政策・事業シートのうち、該当する□にチェック）

4001-4

Ｈ30 最終値Ｈ28 Ｈ29

1
計画値
実績値

2
計画値
実績値

3
計画値
実績値

≪年度末の進捗状況

効果額（千円）



05 01 02 01 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

住民基本台帳、個別システムとリンクした避難行動要支援システムの管理等を行う。

・システム利用課の利用権限や、マスタ等について適宜管理。
・リンクするシステムとのデータ連携管理、異動者のデータ管理処理。
・遠隔地保管データカートリッジ交換等のバックアップ作業。
・システム保守委託契約やシステム機器等賃貸借契約の締結、支払い。
・共通基盤システムへの対応するためのシステム改修。
・各種関係課との運営方法等の調整。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

避難行動要支援者システム管理運用事業事業シート （事業名）

災害対策基本法が一部改正され、災害時に支援を要するもの（要支援者）の名簿策定が市町村に義務付けられ
たことを受け、住民記録や障害者等の個別システムともリンクした一元的なシステムの管理運営を行う。

H26 －

主要
事業

一般会計 自治事務（法令義務）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

2,603 4,351
決算 2,415

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

災害対策基本法 －

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

4,351

市債

人件費　(千円) 1,400 1,400

国・県支出

2,415

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤

人工

正規 0.2 0.2

再任用(h26)
再任用(h31)

-
年度 H27 H28 H30 H31 H36

実績値

目標値

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

住民基本台帳、個別システムとリンクした避難行動要支援システムの管理等を行う。

・システム利用課の利用権限や、マスタ等について適宜管理。
・リンクするシステムとのデータ連携管理、異動者のデータ管理処理。
・遠隔地保管データカートリッジ交換等のバックアップ作業。
・システム保守委託契約やシステム機器等賃貸借契約の締結、支払い。
・各種関係課との運営方法等の調整。

指標の達成度

小項目 現状大項目

・災害時に避難支援を必要とする避難行動要支援者の名簿システムの管理運営を適正に行った。

・平成26年度にシステム導入を行い、平成27年度本格稼働となった。管理運営の面としては、問題なく業務を行えた。

28 7

人工

事業費 人工縮小

現状 現状

管理・監視 システム管理

大項目 現状 小項目 事業費

・継続して適正なシステム管理を行い、平常時から情報を開示することを同意した人については、地域の支援者に名簿情報
を提供することで、災害時に適正な避難支援に役立てる。



05 01 02 01 04 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

①福祉交流センター管理運営事業　　　　　　　　④春野福祉センター管理運営事業
②浜北社会福祉会館管理運営事業　　　　　 　　⑤佐久間ヘルストピアセンター管理運営事業
③三ヶ日総合福祉センター管理運営事業　　　  ⑥施設整備事業

・指定管理者による管理運営
　　福祉施設5施設において、指定管理者制度による適正な管理運営を行う。
・指定管理者の事後評価
　　福祉施設5施設において、指定管理者選定会議による事後評価を行う。
・浜松市福祉交流センターパイプオルガン定期演奏会等の実施
　　パイプオルガンによる定期演奏会等を開催し、施設の有効利用を図る。
・施設整備の実施
　　福祉施設の整備工事を実施する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

福祉施設運営事業　　事業シート （事業名）

福祉サービスを提供する場やボランティア活動の拠点施設として設置した福祉施設を管理運営することにより、
地域福祉を推進する。

S58 -

主要
事業

一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

190,351 214,373
決算 182,448

4,252
一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

浜松市福祉交流センター条例
等

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

33,229
210,121

市債

人件費　(千円) 9,100 9,100

国・県支出

149,219

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤

人工

正規 1.3 1.3

再任用(h26)
再任用(h31)

福祉交流センター利用者満足度アンケートの平均点（点）
年度 H27 H28 H30 H31 H36

4.2

実績値 3.9

目標値 4.0 4.1

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

①福祉交流センター管理運営事業　　　　　　　　④春野福祉センター管理運営事業
②浜北社会福祉会館管理運営事業　　　　　 　　⑤佐久間ヘルストピアセンター管理運営事業
③三ヶ日総合福祉センター管理運営事業　　　  ⑥施設整備事業

・指定管理者による管理運営
　　福祉施設5施設において、指定管理者制度による適正な管理運営を行う。
・指定管理者の事後評価
　　福祉施設5施設において、指定管理者選定会議による事後評価を行う。
・浜松市福祉交流センターパイプオルガン定期演奏会等の実施
　　パイプオルガンによる定期演奏会等を開催し、施設の有効利用を図る。
・施設整備の実施
　　福祉施設の整備工事を実施する。

指標の達成度

計画通り

小項目 現状大項目

・福祉交流センターの利用者アンケートにおいて、施設管理・清掃の行き届きについて「大変満足」と「満足」が78.9％（前年度
よりプラス5.5ポイント）、お客様の状況に合わせた柔軟な対応について「大変満足」と「満足」が62.7％（前年度よりプラス3.5ポ
イント）となり、利用者満足度が向上している。

・指定管理者により各施設の施設管理運営を適切に行い、5施設合わせて約26万人の利用者があり、福祉関係団体をはじめ
とした市民の誰もが気軽に利用でき、福祉サービスを提供する場及びボランティア活動の拠点施設としての役割を果たしてい
る。
・浜松市福祉交流センターにおいて、パイプオルガン演奏会等を開催し、施設の有効利用を図ることができた。
・浜松市福祉交流センター舞台照明設備改修工事等を実施したことで、利用者の安心・安全の確保を図ることができた。

28 7

人工

事業費 人工現状

拡大 現状

維持管理運営 施設管理運営（建物）

大項目 改善 小項目 一部廃止 事業費

・平成28年度9月末をもって佐久間ヘルストピアセンターを廃止する。
・ただし、佐久間ヘルストピアセンターの機能は、佐久間保健センター及び佐久間協働センターに引き継ぐ。
・施設の老朽化に伴い、改修が必要な箇所が増えてきているため、特に福祉交流センターにおいては、修繕計画に基づき、
計画的に施設の改修工事を行っていく。
・また、今後も指定管理者への指導を通じて、サービスの向上に努めるとともに、更なる施設利用の促進を図る。



05 01 02 01 05 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

①人権啓発・教育事業
・人権フェスティバルや気軽に参加できる人権イベント及び人権啓発用絵本の作成の啓発活動を実施する。
・地域ふれあい講座、人権教育指導者研修会の開催、人権教育資料の作成等により人権教育の充実を図る。
・住宅新築資金等貸付金の償還事務を行う。
②浜松市保護区保護司会連絡協議会支援事業
・「社会を明るくする運動」の実施及び連絡協議会が実施する事業について補助金を交付する。
③浜松人権擁護委員協議会支援事業（負担金）
・浜松人権擁護委員協議会が実施する事業について、一定の割合に応じて負担する。
④静岡県人権・地域改善推進会浜松支部助成事業（補助金）
・静岡県人権・地域改善推進会浜松支部が実施する事業について補助金を交付する。
⑤福祉館運営事業
・各種講座、地域住民交流研修会、会館まつりの開催及び福祉館の適正な管理運営等を行う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

人権啓発事業事業シート （事業名）

市民の人権に関する意識の向上を図ることにより、お互いの人権を尊重したまちづくりを推進し、人権を尊重した
心豊かで住みやすい社会の実現を目指す。

H11 -

主要
事業

一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

23,465 23,206
決算 22,829

1,383
一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

人権教育及び人権啓発の推
進に関する法律第5条等

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円) 357 352

1,335
13,561

市債

人件費　(千円) 30,200 30,200

国・県支出 7,932 8,262

13,562

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤 2.0 2.0

人工

正規 3.0 3.0

再任用(h26)
1.0再任用(h31) 1.0

市民アンケート市政の満足度評価（人権を尊重したまちづくり）の「満足＋やや満足」の合計数値（％）

年度 H27 H28 H30 H31 H36

20

実績値 16.4

目標値 17 18

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

改善

1

①人権啓発・教育事業
・人権フェスティバルや気軽に参加できる人権イベント及び人権啓発用絵本の作成の啓発活動を実施する。
・地域ふれあい講座、人権教育指導者研修会の開催、人権教育資料の作成等により人権教育の充実を図る。
・住宅新築資金等貸付金の償還事務を行う。
②浜松市保護区保護司会連絡協議会支援事業
・「社会を明るくする運動」の実施及び連絡協議会が実施する事業について補助金を交付する。
③浜松人権擁護委員協議会支援事業（負担金）
・浜松人権擁護委員協議会が実施する事業について、一定の割合に応じて負担する。
④静岡県人権・地域改善推進会浜松支部助成事業（補助金）
・静岡県人権・地域改善推進会浜松支部が実施する事業について補助金を交付する。
⑤福祉館運営事業
・各種講座、地域住民交流研修会、会館まつりの開催及び福祉館の適正な管理運営等を行う。

指標の達成度

計画通り

小項目 その他 現状大項目

・市民アンケートの人権を尊重したまちづくり（人権啓発の取り組み）に対する満足度（満足＋やや満足の合計数値）が、
16.4％と、わずかではあるが前年度(15.9%)を上回った。

・人権フェスティバルに205人の参加があり、そのうち48％が30歳代から50歳代であり、従来は60歳代以上の比較的年齢層
の高い方に偏っていた参加者から年齢層の低い参加者への啓発ができた。
・クリエート夏まつりでは人権啓発イベントとして、地元劇団による差別問題に関する公演を開催し、330人の参加があった。
10歳代から50歳代までの参加者が56％となり、年齢層の低い参加者への啓発、及び差別問題を考える機会となった。

28 7

人工

事業費 人工現状

現状 現状

事業推進 普及・啓発

大項目 改善 小項目 その他 事業費

・引き続き幅広い年代の市民が気軽に参加できる事業を実施し、多くの市民に対して啓発活動を行う。また、人権施策推進計
画に沿って、幅広い市民に人権を身近に感じてもらう事業展開を推進する。特に重要である幼児期からの人権教育、学校に
おける人権教育の充実に取り組む。



05 01 02 01 06 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 飯高　誠 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

・社会福祉法人の設立、解散、合併及び定款変更の認可
・社会福祉法人、社会福祉施設等に対する指導監査の実施

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

指導監査事業　　　　　事業シート （事業名）

浜松市内の社会福祉法人及び社会福祉施設に対し、関係法令及び通知が求める最低基準の遵守を定期的に
監査し、権限に基づいた改善指導を実施することにより、法人・施設の適正な運営と円滑な事業推進を図り、福
祉サービスの向上を促進する。

H8 ―

主要
事業

一般会計
法定受託事務

自治事務（法令義務）
自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

498 493
決算 402

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

社会福祉法第56条等 －

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

493

市債

人件費　(千円) 42,000 42,000

国・県支出

402

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤

人工

正規 6.0 6.0

再任用(h26)
再任用(h31)

１実施対象の平均指摘数（件）
年度 H27 H28 H30 H31 H36

2.5

実績値 2.1

目標値 3.0 3.0

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

指摘総数に対する改善指摘の率（％）

9.0目標値 10.0

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

3.0

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値 16.0

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 飯高　誠 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

・社会福祉法人の設立、解散、合併及び定款変更の認可
・社会福祉法人、社会福祉施設等に対する指導監査の実施

指標の達成度

計画通り

小項目 現状大項目

・指導監査を実施した279箇所の法人・施設に対し、583件の指摘を行った。H26年度の指摘数823件と比べ大幅な減となり、１
対象あたりの平均指摘数も目標値以上の減となった。
・指摘総数583件のうち改善指摘の数は93件で、H26年度の108件と比べ微減であるが、指摘総数が大幅に減少した結果、指
摘総数に対する改善指摘の割合は16.0%となり、目標値の10.0%を超過した。
・改善指摘93件中28件が「保育所における重要事項の掲示」に対するものであるが、これは子ども・子育て支援法の施行に
伴い、平成27年度から新たな制度が適用されたことが原因である。この件を除外すると改善指摘数は65件となり、H26年度の
108件と比べ大幅な減となる。

・法令や国通知等の定めに基づき、当初計画どおり業務を遂行した。

28 7

人工

事業費 人工現状

現状 現状

管理・監視 検査・監視指導

大項目 改善 小項目 その他 事業費

・27年度の結果等を基に28年度の指導監査方針等を策定し、業務を遂行する。
・新規の法人や施設、県からの権限移譲により対象数が大幅に増加する中、現行の人員体制にて効率的な業務遂行に努め
る。



05 01 02 01 07 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

①戦没者の遺族に対する各種制度の申請受付、県進達事務費等の援護に係る事務を行う。
②旧軍人遺家族等援護事業
　・中国からの帰国者に対し慰労金交付を行う。
　・太平洋戦争で空襲・艦砲射撃・原爆により負傷・被爆を受けた民間の戦災障害者に対し、特別の慰藉を
　　表すため、援護見舞金を支給する。
　・これらの団体に対し補助金を支出し活動支援を行う。
③戦没者追悼平和祈念式開催事業
　・「戦没者を追悼し平和を祈念する日」（閣議決定S57.4.13）である8月15日に、先の大戦において亡くなられた
方々を追悼し平和を祈念する式典を開催する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

戦没者遺家族等援護事業事業シート （事業名）

先の大戦において受傷罹病した戦傷病者や戦没者遺家族等の福祉の増進を図るため、各種援護を行う。
戦争による犠牲者を追悼し、戦争の惨禍が再び繰り返されないことを祈り、平和の大切さを改めて周知するため
式典を挙行する。

H17 ー

主要
事業

一般会計
法定受託事務
自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

11,393 6,624
決算 9,467

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

戦傷病者特別援護法、恩給
法等

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

6,624

市債

人件費　(千円) 5,940 5,940

国・県支出

9,467

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤 0.1 0.1

人工

正規 0.5 0.5

再任用(h26)
0.6再任用(h31) 0.6

戦災遺族会等による語り部事業開催回数
年度 H27 H28 H30 H31 H36

15

実績値 17

目標値 15 15

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

①戦没者の遺族に対する各種制度の申請受付、県進達事務費等の援護に係る事務を行う。
②旧軍人遺家族等援護事業
　・中国からの帰国者に対し慰労金交付を行う。
　・太平洋戦争で空襲・艦砲射撃・原爆により負傷・被爆を受けた民間の戦災障害者に対し、特別の慰藉を
　　表すため、援護見舞金を支給する。
　・これらの団体に対し補助金を支出し活動支援を行う。
③戦没者追悼平和祈念式開催事業
　・「戦没者を追悼し平和を祈念する日」（閣議決定S57.4.13）である8月15日に、先の大戦において亡くなられた
方々を追悼し平和を祈念する式典を開催する。

指標の達成度

計画通り

小項目 現状大項目

・上記の事業を行うことにより、戦傷病者、戦没者遺族及び被爆者等の援護を図ることができた。
・戦没者追悼平和祈念式は、公募によるオープニングコーラスや、新たに高校生による演劇公演を実施したことで、参列者が
前年度比約100名増の約900名となり、70周年の節目にふさわしい式典となった。

・平成27年度は戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の申請受付が開始されたことに伴い、臨時職員の賃金、説明会開催の
ための会場使用料、進達に係る郵便料など事業費が増加したが、これらの対応により特別弔慰金の申請受付事務を進める
ことができた。

28 7

人工

事業費 人工現状

現状 現状

事業推進 福祉支援

大項目 現状 小項目 事業費

・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の申請についてはピークを越えたため、臨時職員の賃金、説明会開催のための会場
使用料、進達に係る郵便料等については予算を減額したが、引き続き申請受付事務におけるスムーズな対応に努める。
・戦後70年が経過し、遺族が高齢化している中で、戦争の悲惨さや平和の尊さを次世代へ伝承していくことの重要性が高まっ
ていることから、若い世代も参加できるよう戦没者追悼平和祈念式の内容を工夫する。



05 01 02 01 08 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

１　地域社会における生活支援事業（通訳の支援、自立相談の実施、就労相談の実施）
　（１）中国残留邦人等の日常生活上の相談、公共機関等のサービス利用時の通訳、就労のための相談等を行
い、安心した生活が送れるよう、自立支援通訳等を派遣する。

２　老齢年金を補完する生活支援給付事務事業（生活支援給付、給付事務における支援・相談員の配置）
　（１）満額の老齢基礎年金等の支給を受けてもなお生活の安定が図れない特定中国残留邦人等に対し、公的
年金制度による対応を補完する制度として生活支援を行う。その内容は基本的に「生活保護法」の例によるもの
とする。

　（２）支援給付の実施機関に中国残留邦人等に理解が深く、中国語ができる支援・相談員を配置し、中国残留
邦人等のニーズに応じた助言等を行うことにより安心した生活が送れるように支援する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

中国残留邦人等支援事業事業シート （事業名）

　中国残留邦人等に対し、地域における生活支援など、老後の生活を安定させ地域での生き生きとした暮らしを
実現するための支援を行う。
　また老後の生活安定を図るため、満額の老齢基礎年金等の支給を受けても世帯の収入が一定の基準に満た
ない場合に、従来の生活保護に変わる支援給付を行う。

H20 -

主要
事業

一般会計 法定受託事務

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

53,628 49,347
決算 41,262

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住
帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律
－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

11,592

市債

人件費　(千円) 1,480 1,480

国・県支出 31,731 37,755

9,531

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

0.3 0.3
非常勤

人工

正規 0.1 0.1

再任用(h26)
再任用(h31)

年度 H27 H28 H30 H31 H36

実績値

目標値

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

１　地域社会における生活支援事業（通訳の支援、自立相談の実施、就労相談の実施）
　（１）中国残留邦人等の日常生活上の相談、公共機関等のサービス利用時の通訳、就労のための相談等を行
い、安心した生活が送れるよう、自立支援通訳等を派遣する。

２　老齢年金を補完する生活支援給付事務事業（生活支援給付、給付事務における支援・相談員の配置）
　（１）満額の老齢基礎年金等の支給を受けてもなお生活の安定が図れない特定中国残留邦人等に対し、公的
年金制度による対応を補完する制度として生活支援を行う。その内容は基本的に「生活保護法」の例によるもの
とする。

　（２）支援給付の実施機関に中国残留邦人等に理解が深く、中国語ができる支援・相談員を配置し、中国残留
邦人等のニーズに応じた助言等を行うことにより安心した生活が送れるように支援する。

指標の達成度

小項目 現状大項目

・地域社会における生活支援事業（通訳の支援、自立相談の実施、就労相談の実施）
　自立支援通訳等を２名配置し日常生活上の相談、公共機関等のサービス利用時の通訳、就労のための相談等、中国残留
邦人等の生活支援を実施した。
・老齢年金を補完する生活支援給付事業（生活支援給付、給付事務における支援・相談員の配置）
　生活支援給付を実施するとともに給付事務における支援・相談員を１名配置し、中国残留邦人等のニーズに応じた助言等
を行うことにより安心した生活が送れるように支援した。本事業の実施により、中国残留邦人等及びその配偶者が日常生活
又は社会生活を円滑に営むことが出来るよう懇切丁寧に実施した。

・法令や国通知等の定めに基づき、当初計画どおり業務を遂行した。

28 7

人工

事業費 人工現状

現状 現状

補助・助成 補助・助成（個人・世帯）

大項目 現状 小項目 事業費

・中国残留邦人等の支援については、国が示す「支援給付実施要領」に基づき、必要な改革・改善を行っていく。
・「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」
に基づき、これまでどおり中国残留邦人等の置かれている事情にかんがみ、日常生活又は社会生活を円滑に営むことが出
来るよう必要な支援を実施する。



05 01 02 01 09 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

１　行旅死亡人取扱い及び緊急援護事業
　（１）身元が不明（判明しない）な行旅死亡人や、引き取り手がいない死亡人について、葬祭費等を扶助する。
　（２）緊急援護事業
　　①緊急援護物資の支給…行旅人等の求めによりアルファ米、缶詰パン等の食料を支給する。
　　②旅費欠乏者移送費等支給事業…旅費欠乏者に対し、近隣自治体への鉄道切符又は現金等を支給する。
２　ホームレス自立支援事業
　（１）ホームレス巡回相談事業…民間委託により市内各所の巡回・面談事業の実施、生活相談を実施する。
　（２）ホームレス緊急一時保護事業…緊急に援助を必要とするホームレスに対し救護施設等で宿泊と食事を提
供する。
　（３）ホームレス入院協力料支給事業…緊急搬送を受入れ、入院となった医療機関に対し協力料を支給する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

法外援護事業事業シート （事業名）

・一時的に困窮している行旅人等に対し、緊急一時保護や援護物資を提供するなどの援護事業を実施するととｔ
もに、行旅死亡人には葬祭の扶助等を実施する。
・ホームレスの自立を支援する。

S62 -

主要
事業

一般会計 自治事務（法令義務）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

5,379 4,341
決算 4,442

186
一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

行旅病人及行旅死亡人取扱法、ホームレスの自
立の支援等に関する特別措置法ほか －

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

321
3,249

市債

人件費　(千円) 1,400 1,400

国・県支出 817 906

3,304

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤

人工

正規 0.2 0.2

再任用(h26)
再任用(h31)

年度 H27 H28 H30 H31 H36

実績値

目標値

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

１　行旅死亡人取扱い及び緊急援護事業
　（１）身元が不明（判明しない）な行旅死亡人や、引き取り手がいない死亡人について、葬祭費等を扶助する。
　（２）緊急援護事業
　　①緊急援護物資の支給…行旅人等の求めによりアルファ米、缶詰パン等の食料を支給する。
　　②旅費欠乏者移送費等支給事業…旅費欠乏者に対し、近隣自治体への鉄道切符又は現金等を支給する。
２　ホームレス自立支援事業
　（１）ホームレス巡回相談及び衛生状態改善事業…民間委託により市内各所の巡回・面談及び衛生改善事業
の実施、生活相談を実施する。
　（２）ホームレス緊急一時保護事業…緊急に援助を必要とするホームレスに対し救護施設等で宿泊と食事を提
供する。
　（３）ホームレス入院協力料支給事業…緊急搬送を受入れ、入院となった医療機関に対し協力料を支給する。

指標の達成度

小項目 現状大項目

法外援護事業として、以下の事業を実施した。
１　行旅死亡人取扱い及び緊急援護事業
 (1) 行旅死亡人等にかかる葬祭等の扶助、 (2) 緊急援護事業（① 緊急一時保護事業　② 緊急援護物資の支給　③ 旅費欠
乏者移送費等支給事業）
２　ホームレス自立支援事業
 (1) ホームレス巡回相談及び衛生状態改善事業、 (2) ホームレス緊急一時保護事業、 (3) ホームレス入院協力料支給事業

これら事業を実施することにより、行旅死亡人等に対する適切な援護を実施するとともに、ホームレスの自立支援につなげる
ことができた。

・法令や国通知等の定めに基づき、当初計画どおり業務を遂行した。

28 7

人工

事業費 人工現状

現状 現状

事業推進 福祉支援

大項目 現状 小項目 事業費

・行旅病人及び行旅死亡人取扱法、生活困窮者自立支援法に基づき地方公共団体の責務として適切に実施していく。



05 01 02 01 10 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

1　生活困窮者支援事業
　（１）生活困窮者自立支援法に基づき、中区に相談窓口を設置し、全市を対象に、①自立相談支援事業、②就
労準備支援事業、③学習支援事業を実施する。
　（２）離職者等で就労能力及び就労意欲のある者のうち、住居を喪失している者又は喪失するおそれのある者
に対して、住居確保給付金を支給する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

生活困窮者自立支援事業事業シート （事業名）

・生活困窮者の自立の促進を支援するため、本人の状態に応じた包括的かつ継続的な相談支援等を実施する。
・離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住居を喪失している者又は喪失するおそれのある者を
対象として、原則３か月（条件により最長９か月）、住居確保給付金を支給するとともに、再就職に向けた支援を
行う。

H21 -

主要
事業

一般会計 自治事務（法令義務）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

69,613 62,826
決算 61,295

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

生活困窮者自立支援法、自立相談支援事業実施要綱、就労準備支援事業

実施要綱、学習支援事業実施要綱、住居確保給付金支給要綱、住宅支援給

付事業実施要領
－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

18,328

市債

人件費　(千円) 8,400 8,400

国・県支出 39,958 44,498

21,337

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤 1.0 1.0

人工

正規 0.8 0.8

再任用(h26)
再任用(h31)

自立支援窓口相談者数（人）
年度 H27 H28 H30 H31 H36

480

実績値 426

目標値 360 400

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

1　生活困窮者支援事業
　（１）生活困窮者自立支援法に基づき、中区に相談窓口を設置し、全市を対象に、①自立相談支援事業、②就
労準備支援事業、③学習支援事業を実施する。
　（２）離職者で就労能力及び就労意欲のある者のうち、住居を喪失している者又は喪失するおそれのある者に
対して、住居確保給付金を支給する。

２　失業者住宅支援事業
　離職後２年以内の者であって、就労能力及び就労意欲のある者のうち、住居を喪失している者又は喪失するお
それのある者に対して、収入・資産・就職活動などを条件に、原則３か月（条件により最長９か月）　単身世帯：
37,700円、複数世帯：49,000円を上限に住宅支援給付金を支給する。

指標の達成度

計画通り

小項目 現状大項目

・1月末現在で新規相談者数が357人となっており、今年度末には十分に指標を達成出来る状況となっている。（H26年度比
1.5倍増）
・支援計画を策定し継続的な支援を開始した件数が1月末現在で83件となっており、H26年度実績35件から倍増することが出
来、相談受付から適切に支援につなげる手法の構築が進んでいる。
・就労支援に関しては、2月末時点で延べ51人を就職に導くことが出来ており（H26年度実績：8人）、支援ノウハウの蓄積等に
より、効果的な就労支援を実施出来るようになっている。

・自立相談支援事業等の3事業を、各福祉事業の実績豊富な市内社会福祉法人に一体的に委託することで、相談受付・スク
リーニング・アセスメント・支援計画策定・支援開始と、国が求める適切な事業運営を実施することが出来た。
・事業実績としても、指標を達成する相談件数を残すとともに、計画策定件数・就労者数など昨年度のモデル実施を大きく上
回る実績を残すことが出来、着実に本事業に関する知識・技能・支援ノウハウの蓄積が図られるとともに、就労による自立や
債務解消等による効果額についても事業費を上回る成果をあげている。

28 7

人工

事業費 人工現状

縮小 拡大

補助・助成 補助・助成（個人・世帯）

大項目 現状 小項目 事業費

・相談件数の着実な増加と支援期間の長期化により、支援対象者数の累積が進み、職員一人にかかる支援負担の大きく
なってきているため、職員1名を増配置し支援体制の強化を図ることとした。
・さらに、本事業に関する知識・技能・支援ノウハウの蓄積をより一層図るとともに、支援体制の安定及び支援対象者への支
援の継続性を担保するため、単年度の委託から3年間の複数年契約に変更した。
・職員の増配置により人件費は増加したが、事務経費の見直しにより事業費全体の縮小を図った。



05 01 02 01 11 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

・市民からの善意の寄附金の受け入れと浜松市友愛の福祉基金への積み立てを行う。
・基金の適正な管理と運用収入の社会福祉事業への充当を行う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

友愛の福祉基金積立金事業シート （事業名）

市民からの善意による寄附金を浜松市友愛の福祉基金へ積立て、その運用収入を社会福祉事業に活用するも
の。

S55 ー

主要
事業

一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

20,000 10,000
決算 4,083

10,000
一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

浜松市友愛の福祉基金に関
する条例

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

4,083
市債

人件費　(千円) 1,540 1,540

国・県支出

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤 0.3 0.3

人工

正規 0.1 0.1

再任用(h26)
再任用(h31)

年度 H27 H28 H30 H31 H36

実績値

目標値

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

現状

1

・市民からの善意の寄附金の受け入れと浜松市友愛の福祉基金への積み立てを行う。
・基金の適正な管理と運用収入の社会福祉事業への充当を行う。

指標の達成度

小項目 現状大項目

・平成27年度寄附金額　4,083,089円（98件）

・社会福祉事業の充実を図るために設置された基金であることから、寄附金の受け入れは必要であり、善意を生かすために
も事業を現状どおり継続していく一方、基金を多くの市民に周知し、寄附金の増額を図るとともに、運用収入の増額に繋げ、
更なる社会福祉事業の充実を図る。

28 7

人工

事業費 人工現状

現状 現状

管理・監視 基金積立

大項目 改善 小項目 その他 事業費

・市民（篤志家）からの寄附の受け入れ及びその善意を生かした事業を継続して実施することはもとより、寄附金の増額を図
るため、パンフレットや市ホームページの内容を充実していく。
・担当者マニュアルの改訂などの事務改善をおこない、丁重かつ迅速な寄附金の受入等ができるよう区役所と連携をはか
る。



05 01 02 01 12 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

平成２８年度について、消費税率引上げの影響を緩和するため低所得者へ給付金を支給するとともに、賃金の
引上げが及びにくい低所得の障害・遺族基礎年金受給者に対し給付金を支給する。
別事業として対応
・平成２７年度臨時福祉給付金支給対象者の要件
　平成27年1月1日時点で浜松市の住民基本台帳に記録されていること
　平成27年度の市民税（均等割）が課税されていないこと
　　※市民税（均等割）が課税されている者の扶養親族等を除く
　生活保護制度の被保護者等でないこと

・支給金額
　1人につき6,000円

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

臨時福祉給付金事業事業シート （事業名）

税制抜本改革法に基づき、低所得者に対し消費税率引上げ（5%→8%）による影響を緩和するため、簡素な給付
措置（臨時福祉給付金の支給）を実施する。

【完了】

H25 H27

主要
事業

一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

1,067,000
決算 839,073

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

市債

人件費　(千円) 21,000

国・県支出 839,073

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤

人工

正規 3.0

再任用(h26)
再任用(h31)

給付金支給率（％）
年度 H27 H28 H30 H31 H36

実績値 85

目標値 83

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

終了

1

・支給対象者の要件
　平成27年1月1日時点で浜松市の住民基本台帳に記録されていること
　平成27年度の市民税（均等割）が課税されていないこと
　　※市民税（均等割）が課税されている者の扶養親族等を除く
　生活保護制度の被保護者等でないこと

・支給金額
　1人につき6,000円

指標の達成度

達成

小項目大項目

・平成27年度臨時福祉給付金事業は、国の示す実施要領に基づき全国の地方公共団体が実施する事業である。
・支給対象者の抽出、支給時期等実施要領に示されたとおりに事業が終了した。
・なお、指標に掲げた支給率については、目標値以上の成果をあげることができたが、これは、申請書に平成２６年度臨時福
祉給付金の振込口座（支給した者のみ）を前もって印字し申請を簡略化したことによるものである。

・臨時福祉給付金は、国の示す実施要領に基づく単年度の事業であり、当該事業は平成27年度をもって終了となった。

28 7

人工

事業費 人工

補助・助成 補助・助成（個人・世帯）

大項目 小項目 事業費



05 01 02 01 13 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

社会福祉総務運営経費（一般諸経費のみ）事業シート （事業名）

主要
事業

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

4,272 3,394
決算 3,509

一般財源

事業費(千円)
予算

H27 H28

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

3,394

市債

人件費　(千円) 29,500 29,500

国・県支出

3,509

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤 0.4 0.4

人工

正規 3.9 3.9

再任用(h26)
0.3再任用(h31) 0.3

年度 H27 H28 H30 H31 H36

実績値

目標値

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

1

指標の達成度

小項目大項目

28 7

人工

事業費 人工

管理・監視 運営経費（諸経費のみ）

大項目 小項目 事業費



05 01 02 01 14 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

【臨時福祉給付金】
・臨時福祉給付金支給対象者の要件
　平成28年1月1日時点で浜松市の住民基本台帳に記録されていること
　平成28年度の市民税（均等割）が課税されていないこと
　　※市民税（均等割）が課税されている者の扶養親族等を除く
　生活保護制度の被保護者等でないこと
・支給金額：1人につき3,000円
【年金生活者等支援臨時福祉給付金（障害・遺族基礎年金受給者向け）】
・年金生活者等支援臨時福祉給付金支給対象者の要件
　臨時福祉給付金支給対象者のうち、障害・遺族基礎年金受給者（ただし、高齢者向け給付金（Ｈ27年度補正事
業）受給者を除く。）
・支給金額：１人につき30,000円

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

臨時福祉給付金等事業事業シート （事業名）

消費税率引上げの影響を緩和するため低所得者へ臨時福祉給付金を支給するとともに、賃金の引上げが及び
にくい低所得の障害・遺族基礎年金受給者に対し年金生活者等支援臨時福祉給付金を支給する。

Ｈ28 Ｈ28

主要
事業

一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

900,000
決算

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

市債

人件費　(千円) 15,400

国・県支出 900,000

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤 0.5

人工

正規 2.0

再任用(h26)
再任用(h31)

年度 H27 H28 H30 H31 H36

実績値

目標値 85

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

1

指標の達成度

小項目大項目

28 7

人工

事業費 人工

補助・助成 補助・助成（個人・世帯）

大項目 終了 小項目 事業費

臨時福祉給付金及び年金生活者等支援臨時福祉給付金は、それぞれ国が定めた支給要領に基づき平成２８年度に支給す
る給付金であり終了となる。



05 01 02 01 15 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

・年金生活者等支援臨時福祉給付金（高齢者向け）支給対象者の要件
　平成27年度臨時福祉給付金支給対象者のうち、平成28年度中に65歳以上になる者
　【参考】平成27年度臨時福祉給付金支給対象者の要件

　平成27年1月1日時点で浜松市の住民基本台帳に記録されていること
　平成27年度の市民税（均等割）が課税されていないこと
　　※市民税（均等割）が課税されている者の扶養親族等を除く
　生活保護制度の被保護者等でないこと

・支給金額：１人につき30,000円

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分

年金生活者等支援臨時福祉給付金事業事業シート （事業名）

賃金の引上げが及びにくい低所得の障害・遺族基礎年金受給者に対し年金生活者等支援臨時福祉給付金を支
給する。

Ｈ28 Ｈ28

主要
事業

一般会計 自治事務（その他）

根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

2,220,000
決算

一般財源

事業費(千円)
予算

－ －

H27 H28

－

その他

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)

市債

人件費　(千円) 11,900

国・県支出 2,220,000

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

非常勤 0.5

人工

正規 1.5

再任用(h26)
再任用(h31)

年度 H27 H28 H30 H31 H36

実績値

目標値 90

総合戦略施策体系

H28 H30

重点戦略項目No

目標値

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

H31 H36

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H31

実績値

目標値

総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

実績値

H28 H30

H31 H36H28 H30

実績値

目標値



05 01 02 01 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

平成28年度
（管理番号） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成
（担当課） （責任者）

1

指標の達成度

小項目大項目

28 7

人工

事業費 人工

補助・助成 補助・助成（個人・世帯）

大項目 終了 小項目 事業費

臨時福祉給付金及び年金生活者等支援臨時福祉給付金は、それぞれ国が定めた支給要領に基づき平成２８年度に支給す
る給付金であり終了となる。



05 01 02 02 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）

◇政策の指標

◇平成27年度の政策評価（政策の概要）

◇平成27年度の政策評価（政策の進捗・課題）

（責任者） （作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課）

「分野」 健康・福祉

政策シート （政策名） すべての人が安心していきいきと暮らすことのできる地域福祉の推進

（予算費目名） 災害救助費

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

火災や風水害、地震等の災害により被害を受けた世帯に対し、災害弔慰金・災害見舞金の支給により弔意等を
表するとともに、災害援護資金の貸付により生活の立て直しを援護する。

H27 H28

予算 13,485 13,485

14,185

決算 2,922
人件費（A） 700 700

政策指標 単位
H36
目標値

年度

報酬（B）

H27

年間経費(予算又は決算+A+B) 3,622

H28

目標
実績
目標
実績

実績
目標

火災や風水害、地震等の災害により被害を受けた世帯に対し、災害弔慰金・災害見舞金の支給により弔意等を
表するとともに、災害援護資金の貸付により生活の立て直しを援護する。

＜進捗＞ 計画通り
　本事業を実施することにより、り災世帯の生活立て直しにつながった。



05 01 02 02 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800 

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工
事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

1 災害援護事業  

報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h)

非常勤

完
了

0.114,185 13,485

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

計 14,185 13,485 0.1



05 01 02 02 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01011000 福祉総務課 花嶋　徳光 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

事業シート （事業名）災害援護事業　　

災害により被災した市民に対し、見舞金の支給や援護資金の貸付を行う災害援護事業を実施する。

・火災、風水害等り災世帯見舞事業…り災の程度に応じて、災害弔慰金・見舞金を支給する。
　　  ①全焼（全壊）1～5人世帯…10万円（6人以上世帯…世帯員1人増す毎に2千円を加算）
　　  ②半焼（半壊）1～5人世帯… 5万円（6人以上世帯…世帯員1人増す毎に1千円を加算）
　　  ③死亡･･･10万円　　　④重傷･･･5万円　　 ⑤床上浸水・・ 2万円
・自然災害り災世帯資金貸付等事業…自然災害によるり災の程度に応じて、災害弔弔慰金及び災害障害見舞
金を支給する。また、住居や家財の損害の程度に応じて災害援護資金の貸し付けをする。
　　　①災害弔慰金　　　　世帯主死亡・・・・・・・・・・ 500万円
　　　　　　　　　　　　　　　　世帯主以外の死亡・・・・ 250万円
　　　②災害障害見舞金（災害により負傷し、または疾病にかかった人に対して支給）
　　　　　・世帯の生計を主として維持していた場合…250万円
　　　　　・その他の場合　　　　　　　　　　　　…125万円
　　　③災害援護資金（貸付）　住居や家財の損害の程度に応じた貸付・・・150万円～350万円

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

災害弔慰金の支給等に関す
る法律等

－ － －S49 - 一般会計
法定受託事務
自治事務（その他）

H27 H28

事業費(千円)
予算 13,485 13,485
決算 2,922
国・県支出 3,750
市債 3,300
その他
一般財源 2,922 6,435

一般会計繰入金
人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円) 700 700

0.1
再任用(h31)
再任用(h26)

H36

非常勤

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 0.1

-
年度 H27 H28 H30 H31

実績値

目標値

H30

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

H31

重点戦略項目No

-
H36年度

目標値

H27 H28

H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

実績値

-
年度 H27 H28 H30 H31

実績値

目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

H31

重点戦略項目No

-
H36年度 H27

目標値

H28 H30

実績値



05 01 02 02 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類補助・助成 災害見舞

28 7
（責任者）
花嶋　徳光 平成

【自治事務】火災、風水害等り災世帯見舞事業
　＜実績＞支給件数　48件
　　　　　　　支給実績　2,922千円（弔慰金500千円、見舞金2,422千円）
　＜効果＞本事業を実施することにより、り災世帯の生活立て直しにつながった。

【法廷受託事務】
　＜実績＞なし
　＜効果＞－

（作成日）
01011000 福祉総務課 1

大項目 現状 小項目 -

平成28年度
（管理番号） （担当課）

・火災、風水害等り災世帯見舞事業…り災の程度に応じて、災害弔慰金・見舞金を支給する。
　　  ①全焼（全壊）1～5人世帯…10万円（6人以上世帯…世帯員1人増す毎に2千円を加算）
　　  ②半焼（半壊）1～5人世帯… 5万円（6人以上世帯…世帯員1人増す毎に1千円を加算）
　　  ③死亡･･･10万円　　　④重傷･･･5万円　　 ⑤床上浸水・・ 2万円
・自然災害り災世帯資金貸付等事業…自然災害によるり災の程度に応じて、災害弔弔慰金及び災害障害見舞
金を支給する。また、住居や家財の損害の程度に応じて災害援護資金の貸し付けをする。
　　　①災害弔慰金　　　　世帯主死亡・・・・・・・・・・ 500万円
　　　　　　　　　　　　　　　　世帯主以外の死亡・・・・ 250万円
　　　②災害障害見舞金（災害により負傷し、または疾病にかかった人に対して支給）
　　　　　・世帯の生計を主として維持していた場合…250万円
　　　　　・その他の場合　　　　　　　　　　　　…125万円
　　　③災害援護資金（貸付）　住居や家財の損害の程度に応じた貸付・・・150万円～350万円

指標の達成度

- 事業費 現状 人工

- 事業費 現状 人工 現状
　り災世帯に対し、滞りなく災害見舞金及び弔慰金を支給しているものの、事務の効率化を図るため、浜松市の災害見舞金・
弔慰金内規について、国及び県制度を参考に支給事務手続き等の見直しを検討する。

大項目 改善 小項目 その他 現状
　事務の効率化を図るため、浜松市の災害見舞金・弔慰金内規について、国及び県制度を参考に支給事務手続き等の見直
しを検討する。また、大規模災害に備え、各種援護制度の整理及びマニュアルの整備を検討する。
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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）

◇政策の指標

◇平成27年度の政策評価（政策の概要）

◇平成27年度の政策評価（政策の進捗・課題）

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

政策シート （政策名） すべての人が安心していきいきと暮らすことのできる地域福祉の推進

（作成日）
1

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

01053000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28

（予算費目名） 老人福祉費

7

「分野」 健康・福祉

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

予算 83,059 71,569

・健康寿命の延伸
・地域包括ケアシステムづくりの推進
・認知症対策の推進
・高齢者見守り・支援体制の拡充
・特別養護老人ホーム・介護付き有料老人ホームの整備の推進
・元気な高齢者が支援の必要な高齢者を支える新たな仕組みづくりの推進

H27 H28

決算 61,589
人件費（A） 16,940 17,500
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B) 78,529 89,069

政策指標 単位
H36
目標値

年度 H27 H28

男74　女77 男74　女77

実績 －
健康寿命の延伸
※厚生労働省　発表　健康寿命

歳 男74以上女77以上
目標

目標
実績
目標
実績

・健康寿命の延伸
・地域包括ケアシステムづくりの推進
・認知症対策の推進
・高齢者見守り・支援体制の拡充
・特別養護老人ホーム・介護付き有料老人ホームの整備の推進
・元気な高齢者が支援の必要な高齢者を支える新たな仕組みづくりの推進

＜進捗＞ 計画通り
第7次浜松市高齢者保健福祉計画・第6期介護保険事業計画（計画期間：平成27～29年度）の初年度
として、計画に掲げた政策及び重点施策を着実に推進することがてきた。
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800 

（作成日）
01053000

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

平成 28 7 1

完
了

コスト
（千円）

高齢者福祉課 小松　靖弘

報酬
（千円）

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

事業費
（千円）

人工

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h)

非常勤

1 福祉人材バンク運営事業  17,200 16,500 0.1

2 地域高齢者見守り・支援事業 ○○○  36,633

3 高齢者生活支援事業  0.3

0.2

35,236 32,996 0.2

22,073 2.0

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

25

24  

0.5計 89,069 71,569 2.3
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

7 1
平成28年度

（管理番号） （担当課） （責任者）

事業シート （事業名）福祉人材バンク運営事業　

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28

社会福祉事業従事者の確保を図るため、浜松市福祉人材バンクの設置・運営により、福祉人材の育成及び就労
を促進する。

（1）福祉サービス等に関する啓発・広報事業
　　　・各種講座の開催（福祉ﾏﾝﾊﾟﾜｰ講座、福祉職場説明会・就職相談会等の開催）
　　　・広報活動（広報誌、報道機関等への情報提供等の実施）
　　　・福祉情報の収集並びに提供（福祉関係図書、資料の収集・供覧、福祉求人情報資料作成・配付等の実施）
（2）福祉人材無料紹介事業（福祉職の就労斡旋）
　　　・求人・求職開拓（求職者の掘り起こし、就労支援等の実施）
　　　・関係機関との連携（静岡県社会福祉人材センター及び浜松公共職業安定所、浜松市社会福祉協議会及び
        事業所等との連携）

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

H4 － 一般会計 自治事務（その他）

事業費(千円)
予算 16,500 16,500
決算

－ －

H27 H28

職業安定法 －

国・県支出 8,250 8,250
市債
その他

一般会計繰入金
一般財源 8,250 8,250

16,500

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円) 700 700

再任用(h31)
再任用(h26)
非常勤

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 0.1 0.1

就職率（％）　※就職件数／新規求職者数 - －
年度 H27 H28 H30 H31 H36

目標値 30 30 30

実績値 21.1

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

紹介率（％）　※紹介件数／有効求職者数 －
年度 H27 H28 H30

目標値 23 23 23

実績値 15

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値
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◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

事業費

（1）福祉サービス等に関する啓発・広報事業
　　　・各種講座の開催（福祉ﾏﾝﾊﾟﾜｰ講座、福祉職場説明会・就職相談会等の開催）
　　　・広報活動（広報誌、報道機関等への情報提供等の実施）
　　　・福祉情報の収集並びに提供（福祉関係図書、資料の収集・供覧、福祉求人情報資料作成・配付等の実施）
（2）福祉人材無料紹介事業（福祉職の就労斡旋）
　　　・求人・求職開拓（求職者の掘り起こし、就労支援等の実施）
　　　・関係機関との連携（静岡県社会福祉人材センター及び浜松公共職業安定所、浜松市社会福祉協議会及び
        事業所等との連携）

指標の達成度

計画通り
福祉事業を支える福祉マンパワーの確保のための就労斡旋事業を行うとともに、福祉サービス等に関する啓発・広報事業を
行った。
（1）福祉サービス等に関する啓発・広報事業
　　　・各種講座の開催（福祉ﾏﾝﾊﾟﾜｰ講座、福祉職場説明会・就職相談会等の開催）
　　　・広報活動（広報誌、報道機関等への情報提供等の実施）
　　　・福祉情報の収集並びに提供（福祉関係図書、資料の収集・供覧、福祉求人情報資料作成・配付等の実施）
（2）福祉人材無料紹介事業（福祉職の就労斡旋）
　　　・求人・求職開拓（求職者の掘り起こし、就労支援等の実施）
　　　・関係機関との連携（静岡県社会福祉人材センター及び浜松公共職業安定所、浜松市社会福祉協議会及び
        事業所等との連携）

現状 人工 現状
社会福祉法人浜松市社会福祉協議会に委託して事業を実施した。

委託・指定管理

大項目 改善 小項目 委託・指定管理

現状 人工 現状
高齢化の進展に伴い、福祉人材確保の需要はさらに高まっており、福祉事業における雇用の需用に応える人材確保を実現
するため、継続して実施していく必要がある。

事業費大項目 改善 小項目

事業推進 普及・啓発
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

7 1
平成28年度

（管理番号） （担当課） （責任者）

事業シート （事業名）地域高齢者見守り・支援事業　

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28

ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯など、日常生活に不安を抱える高齢者が増加しているため、見守り・支援シス
テムの構築を通して情報の共有化と連携を強化し、その実態把握、見守り・支援、介護・福祉サービスの提供の
拡充を図る。

【重点戦略項目 No.48】
(1) ひとり暮らし高齢者等の実態調査及び見守り対象者の把握・情報管理
　　・平成27年度に全件実態調査を実施
(2) あんしん情報キットの配布
　　・ひとり暮らし高齢者等に緊急連絡先や持病等の必要情報を収納するキットを配布
(3) 緊急宿泊事業　→　H28年度から「生活管理指導短期宿泊事業」を統合し、「高齢者あんしん一時宿泊事業」
                                として実施
　　・特別養護老人ホームと契約し、緊急対応が必要な場合365日24時間受入可能な体制を構築
(4) 見守り支援ボランティアの養成
　　・地域で高齢者の見守り活動を行うボランティアを養成するための研修会等を開催
(5) 通報受け皿機能の構築
　　・高齢者の異変を発見した際の通報の受け皿の整備（24時間対応）
(6) 避難行動要支援者意向調査業務

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

H15 － 一般会計 自治事務（その他）

事業費(千円)
予算 30,223 22,073
決算

○ ○

H27 H28

○

国・県支出
市債
その他

一般会計繰入金
一般財源 18,660 22,073

18,660

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円) 13,160 14,560

再任用(h31)
再任用(h26)
非常勤 0.2 0.2

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 1.8 2.0

ひとり暮らし高齢者等情報把握者数（人） - 48
年度 H27 H28 H30 H31 H36

目標値 102,000 110,000 120,000 150,000

実績値 104,613

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

平常時の見守りが災害時の支援に結びつく体制の構築 48
年度 H27 H28 H30

目標値 同意調査に着手 追加調査の実施 対象者の整合 対象者の整合

実績値 同意調査の実施

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値
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◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

事業費

【重点戦略項目 No.48】
(1) ひとり暮らし高齢者等の実態調査及び見守り対象者の把握・情報管理
　　・平成27年度に全件実態調査を実施
(2) あんしん情報キットの配布
　　・ひとり暮らし高齢者等に緊急連絡先や持病等の必要情報を収納するキットを配布
(3) 緊急宿泊事業
　　・特別養護老人ホームと契約し、緊急対応が必要な場合365日24時間受入可能な体制を構築
(4) 見守り支援ボランティアの養成
　　・地域で高齢者の見守り活動を行うボランティアを養成するための研修会等を開催
(5) 通報受け皿機能の構築
　　・高齢者の異変を発見した際の通報の受け皿の整備（24時間対応）
(6) 避難行動要支援者意向調査業務

指標の達成度

計画通り
(1) ひとり暮らし高齢者等の実態調査及び見守り対象者の把握・情報管理
　　・平成27年度に全件実態調査を実施
(2) あんしん情報キットの配布
　　・ひとり暮らし高齢者等に緊急連絡先や持病等の必要情報を収納するキットを配布
(3) 緊急宿泊事業
　　・特別養護老人ホームと契約し、緊急対応が必要な場合365日24時間受入可能な体制を構築
(4) 見守り支援ボランティアの養成
　　・地域で高齢者の見守り活動を行うボランティアを養成するための研修会等を開催
(5) 通報受け皿機能の構築
　　・高齢者の異変を発見した際の通報の受け皿の整備（24時間対応）
(6) 避難行動要支援者意向調査業務

拡大 人工 現状
平成27年度から地域高齢者実態調査の調査対象者の見直しを行い（現行：65歳以上のひとり暮らし高齢者及び高齢者のみ
の世帯→改正：原則として、75歳以上のひとり暮らし高齢者及びすべて75歳以上の高齢者のみの世帯）、調査対象者を減少
したことによる事業費の削減を図った。

統合・再構築

大項目 改善 小項目 一部廃止

縮小 人工 現状
・「緊急宿泊事業」と地域支援事業として実施していた「生活管理指導短期宿泊事業」を再編し、「高齢者あんしん一時宿泊事
業」として実施。
・ひとり暮らし高齢者の情報等の管理を行う高齢者福祉システムと、対象者や所属自治会等の管理を行う敬老祝金システム
の機能を統合し、新たなシステムを構築する。
・「避難行動要支援者意向調査」は、平成28年度以降、新たに75歳となったひとり暮らし等の高齢者に対する郵送による同意
調査（見込対象者数約4,300人）を行う。

ICT化 事業費大項目 改善 小項目

事業推進 安心・安全
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◇事業工程表

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

高齢者福祉課 小松　靖弘01035000 平成 28 7 1

No. H27 H28 H29 

補助シート （事業名）地域高齢者見守り・支援事業　

H30

48

災害時の避難行動要支
援者との整合

　・意向調査（全件）の
    実施
　・同意者名簿の作成
　・同意者名簿の避難
    支援者への提供

災害時の避難行動要支
援者との整合

　・意向調査（追加）の
    実施
　・同意者名簿の作成
　・同意者名簿の避難
    支援者への提供

災害時の避難行動要支
援者との整合

　・意向調査（追加）の
    実施
　・同意者名簿の作成
　・同意者名簿の避難
    支援者への提供

災害時の避難行動要支
援者との整合

　・意向調査（追加）の
    実施
　・同意者名簿の作成
　・同意者名簿の避難
    支援者への提供

48

「はままつあんしんネット
ワーク」づくりの推進

　・実態調査（全件）実施
　・情報キットの配布
　・緊急宿泊
　・見守り110番

「はままつあんしんネット
ワーク」づくりの推進

　・実態調査（全件）実施
　・情報キットの配布
　・緊急宿泊
　・見守り110番

「はままつあんしんネット
ワーク」づくりの推進

　・実態調査（追加）実施
　・情報キットの配布
　・緊急宿泊
　・見守り110番

「はままつあんしんネット
ワーク」づくりの推進

　・実態調査（追加）実施
　・情報キットの配布
　・緊急宿泊
　・見守り110番



05 01 02 03 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

7 1
平成28年度

（管理番号） （担当課） （責任者）

事業シート （事業名）高齢者生活支援事業　　　　

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28

在宅のひとり暮らし高齢者や高齢者世帯等に対して、日常生活上のサービスを行うことにより、自立した生活を
支援する。

①高齢者緊急通報システム事業
　・ひとり暮らし高齢者の緊急時における通報体制を確保し不安を解消するため、緊急通報システムを貸与する。
②高齢者日常生活用具給付等事業
　・ひとり暮らし高齢者に必要な日常生活用具として、防火に配慮が必要な高齢者に対して火災警報器・電磁調
    理器・自動消火器を給付する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

S50 － 一般会計 自治事務（その他）

事業費(千円)
予算 36,336 32,996
決算

－ －

H27 H28

浜松市高齢者地域支援事業
実施要綱

－

国・県支出
市債
その他 2,118

一般会計繰入金

2,203
一般財源 24,311 30,793

26,429

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円) 3,080 2,240

再任用(h31)
再任用(h26)
非常勤 0.1 0.3

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 0.4 0.2

緊急通報システム利用者数（人） - －
年度 H27 H28 H30 H31 H36

目標値 1,800 1,840 1,930

実績値 1,556

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値



05 01 02 03 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

その他 事業費

①高齢者緊急通報システム事業
　・ひとり暮らし高齢者の緊急時における通報体制を確保し不安を解消するため、緊急通報システムを貸与する。
②高齢者日常生活用具給付等事業
　・ひとり暮らし高齢者に必要な日常生活用具として、防火に配慮が必要な高齢者に対して火災警報器・電磁調
    理器・自動消火器を給付する。

指標の達成度

計画通り
①高齢者緊急通報システム事業
　・ひとり暮らし高齢者の緊急時における通報体制を確保し不安を解消するため、緊急通報システムを貸与した。
②高齢者日常生活用具給付等事業
　・ひとり暮らし高齢者に必要な日常生活用具として、防火に配慮が必要な高齢者に対して火災警報器・電磁調理
    器・自動消火器を給付した。

現状 人工 現状
①「高齢者緊急通報システム事業」では、合併前設置分の機器更新に伴う措置委託料の減額を図るとともに、H27年度から、
NTTアナログ回線以外の光回線なども貸与可能とし、事業の拡充を図っている。（ただし、貸与の際には一定条件の承諾を必
須とする。）
②「高齢者日常生活用具給付等事業」では、平成25年度をもって福祉電話設置を廃止、平成26年度をもって火災警報器保守
点検業務の廃止し、事業の整理を図っている。

収集・分析

大項目 改善 小項目 一部廃止

縮小 人工 縮小
①「高齢者緊急通報システム事業」では、契約単価の整理・統一や合併前設置分の機器更新に伴う措置委託料の減額を図
る等を行ったきたが、今後、通信機器の進化に応じて、他の手法への転換の可能性を検討していく。
②「高齢者日常生活用具給付等事業」は、給付見込台数の減に伴う扶助費の減額を見込んでいる。

事業費大項目 改善 小項目

事業推進 安心・安全



05 01 02 04 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）

◇政策の指標

◇平成27年度の政策評価（政策の概要）

◇平成27年度の政策評価（政策の進捗・課題）

（予算費目名） 労働・雇用事業費

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

01053000 高齢者福祉課 小松　靖弘 7 1

政策シート （政策名） すべての人が安心していきいきと暮らすことのできる地域福祉の推進

平成 28

「分野」 健康・福祉

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

予算 62,894 62,844

・健康寿命の延伸
・地域包括ケアシステムづくりの推進
・認知症対策の推進
・高齢者見守り・支援体制の拡充
・特別養護老人ホーム・介護付き有料老人ホームの整備の推進
・元気な高齢者が支援の必要な高齢者を支える新たな仕組みづくりの推進

H27 H28

決算 62,894
人件費（A） 2,800 2,100

H27 H28

報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B) 65,694 64,944

政策指標 単位
H36
目標値

年度

健康寿命の延伸
※厚生労働省　発表　健康寿命

歳 男74以上女77以上
目標 男74　女77 男74　女77

実績 －

目標
実績
目標
実績

・健康寿命の延伸
・地域包括ケアシステムづくりの推進
・認知症対策の推進
・高齢者見守り・支援体制の拡充
・特別養護老人ホーム・介護付き有料老人ホームの整備の推進
・元気な高齢者が支援の必要な高齢者を支える新たな仕組みづくりの推進

＜進捗＞ 計画通り
第7次浜松市高齢者保健福祉計画・第6期介護保険事業計画（計画期間：平成27～29年度）の初年度
として、計画に掲げた政策及び重点施策を着実に推進することがてきた。
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800 

（作成日）
01053000

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

7 1高齢者福祉課 小松　靖弘

報酬
（千円）

平成 28

事業費
（千円）

人工

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h)

非常勤
事業名

総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

1
シルバー人材センター支援事
業

○○   64,944 62,844 0.3

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

計 64,944 62,844 0.3

25



05 01 02 04 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

重点
戦略

主要
事業

事業シート （事業名） シルバー人材センター支援事業　　

事業費(千円)
予算

高齢者の就業機会の増大と生きがいの充実を図る。

【重点戦略項目 No.52】
定年退職後等において雇用関係でない何らかの就業を通じて､労働能力を活用したいと望む健康な高齢者に､日
常生活に密着した臨時的・短期的な仕事の提供を行うことにより､高齢者の就業機会の増大と生きがいの充実に
努めるとともに活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とする公益社団法人浜松市シルバー人材センター
の事業に要する経費に対し、補助金を交付する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

S57 － 一般会計 自治事務（法令義務）

62,844
決算 62,894

○ 〇

H27 H28

高年齢者等の雇用の安定等
に関する法律

○

その他

一般会計繰入金

62,894

一般財源 62,894 62,844

市債

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円) 2,800 2,100

国・県支出

再任用(h31)
再任用(h26)
非常勤

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 0.4 0.3

シルバー人材センター会員数（人） - 52
年度 H27 H28 H30 H31 H36

目標値 4,421 4,454 4,500 4,500

実績値 4,332

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

会員の就業率（％） 52

80 80

年度 H27 H28 H30

80

実績値 76.9

目標値 80

年度 H27

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

契約金額（百万円） －

1,670

H31 H36

目標値 1,658 1,670

H28 H30

実績値 1630

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値



05 01 02 04 年 月 日

◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

（作成日）
01035000

改善 小項目

1
（担当課） （責任者）

計画通り

平成28年度
（管理番号）

高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28 7

定年退職後等において雇用関係でない何らかの就業を通じて､労働能力を活用したいと望む健康な高齢者に､日常生活に密
着した臨時的・短期的な仕事の提供を行うことにより､高齢者の就業機会の増大と生きがいの充実に努めるとともに活力ある
地域社会づくりに寄与することを目的とする公益社団法人浜松市シルバー人材センターの事業に要する経費について補助
金を交付した。

【重点戦略項目 No.52】
定年退職後等において雇用関係でない何らかの就業を通じて､労働能力を活用したいと望む健康な高齢者に､日
常生活に密着した臨時的・短期的な仕事の提供を行うことにより､高齢者の就業機会の増大と生きがいの充実に
努めるとともに活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とする公益社団法人浜松市シルバー人材センター
の事業に要する経費に対し、補助金を交付する。

指標の達成度

現状 人工 現状
・「浜松市外郭団体の設立及び運営に対する関与の基本方針」に基づき、平成26～28年度を計画期間とする「外郭団体コミッ
トメント」を策定し、経営の健全化を図った。

事業費その他

改善

大項目

縮小 人工 現状
・「浜松市外郭団体の設立及び運営に対する関与の基本方針」に基づき、平成26～28年度を計画期間とする「外郭団体コミッ
トメント」を策定し、経営の健全化を図る。
・負担金の見直しを行い、全国シルバー人材センター事業協会の賛助会員を脱会し、会費を削減する。

一部廃止 事業費大項目 その他小項目

補助・助成 補助・助成（公益団体）
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◇事業工程表

01035000 1
（責任者） （作成日）

7
平成28年度

（管理番号）
高齢者福祉課 小松　靖弘 平成
（担当課）

28

H30No. H27 H28 H29 

補助シート （事業名） シルバー人材センター支援事業　　

公益社団法人浜松市シ
ルバー人材センターの
経営健全化

　・会員の増強と育成
　・就業機会の拡大と
    開拓

52

公益社団法人浜松市シ
ルバー人材センターの
経営健全化

　・会員の増強と育成
　・就業機会の拡大と
    開拓

公益社団法人浜松市シ
ルバー人材センターの
経営健全化

　・会員の増強と育成
　・就業機会の拡大と
    開拓

公益社団法人浜松市シ
ルバー人材センターの
経営健全化

　・会員の増強と育成
　・就業機会の拡大と
    開拓



05 01 02 04 01 年 月 日

◇取組概要

◇行財政改革の視点

行政経営計画 取組番号

取組事項名

個別計画等 計画名等

政策・事業シート（以下の項目に記載）

◇行財政改革の指標・効果額

◇行財政改革の評価
≫

市の外郭団体である公益社団法人浜松市シルバー人材センターの経営健全化を進め、経常収支比率100％以
上を維持する。

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 7 1

行財政改革の取り組み （事業名） シルバー人材センター支援事業　　

28

Ｈ30 最終値

　４　市民協働・官民連携の推進

◇行財政改革の進行管理 （行政経営計画、個別計画等、政策・事業シートのうち、該当する□にチェック）

4001-5

（公社）浜松市シルバー人材センターの経営健全化

外郭団体コミットメント

指標（単位） Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1
計画値
実績値

3
計画値

2
計画値
実績値

実績値
効果額（千円）

≪年度末の進捗状況 計画通り
【平成27年度】市委託事業廃止の影響を受け、会員数や契約金額の目標達成は困難な状況にあるもの
の、会員数は前年度実績を上回り、経常利益も黒字であり、経営の健全化は図られている。



05 01 02 05 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）

◇政策の指標

◇平成27年度の政策評価（政策の概要）

◇平成27年度の政策評価（政策の進捗・課題）

7
平成28年度

（管理番号） （担当課） （責任者）

政策シート （政策名） すべての人が安心していきいきと暮らすことのできる地域福祉の推進

（作成日）
101053000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28

（予算費目名） 介護保険事業特別会計

・健康寿命の延伸
・地域包括ケアシステムづくりの推進
・認知症対策の推進
・高齢者見守り・支援体制の拡充
・特別養護老人ホーム・介護付き有料老人ホームの整備の推進
・元気な高齢者が支援の必要な高齢者を支える新たな仕組みづくりの推進

H27 H28

「分野」 健康・福祉

30年後の姿 支え合いによって、だれもが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすことができる。

10年後の目標 地域での支え合いの仕組みづくりが進んでいる。

病気の発症や重症化を予防することにより、健康寿命が延びている。

◆基本政策 人と人とのつながりをつくる社会の実現

予算 7,448 7,430
決算 2,951
人件費（A） 6,300 7,700
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B) 9,251 15,130

政策指標 単位
H36
目標値

年度 H27 H28

男74　女77 男74　女77

実績 －
健康寿命の延伸
※厚生労働省　発表　健康寿命

歳 男74以上女77以上
目標

目標
実績
目標
実績

・健康寿命の延伸
・地域包括ケアシステムづくりの推進
・認知症対策の推進
・高齢者見守り・支援体制の拡充
・特別養護老人ホーム・介護付き有料老人ホームの整備の推進
・元気な高齢者が支援の必要な高齢者を支える新たな仕組みづくりの推進

＜進捗＞ 計画通り
第7次浜松市高齢者保健福祉計画・第6期介護保険事業計画（計画期間：平成27～29年度）の初年度
として、計画に掲げた政策及び重点施策を着実に推進することがてきた。
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800 

（作成日）
01053000

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

平成 28 7 1

完
了

コスト
（千円）

高齢者福祉課 小松　靖弘

報酬
（千円）

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

事業費
（千円）

人工

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h)

非常勤

1 介護保険事業  15,130 7,430 1.1

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

25

24  

計 15,130 7,430 1.1
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

7 1
平成28年度

（管理番号） （担当課） （責任者）

事業シート （事業名）介護保険事業

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28

高齢者が地域で自立した生活を送ることができるよう、「医療」「介護」「予防」「住まい」「生活支援」のサービスが
切れ目なく一体的に提供される「地域包括ケアシステム」づくりを推進する。

・包括的支援事業
　　虐待防止・困難事例対応事業（高齢者虐待の早期発見・早期対応のための体制づくりを行う。）
・任意事業
　　成年後見制度利用支援事業（認知症高齢者や虐待を受けている高齢者が円滑に成年後見制度の利用がで
     きるよう相談に応じるとともに、人権擁護の観点から市長申立の必要がある高齢者の支援を行う。）

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

H18 － 特別会計 自治事務（法令義務）

事業費(千円)
予算 7,448 7,430
決算

－ －

H27 H28

介護保険法、高齢者虐待防止法、浜松市成年後
見制度に係る後見人等の報酬助成に関する要綱 －

国・県支出 1,362 3,673
市債
その他 634

一般会計繰入金

2,533
一般財源 955 1,224

2,951

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円) 6,300 7,700

再任用(h31)
再任用(h26)
非常勤

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

人工

正規 0.9 1.1

成年後見制度利用支援　申立件数（件） - －
年度 H27 H28 H30 H31 H36

目標値 12 14 20

実績値 12

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

成年後見制度利用支援　報酬支払件数（件） －
年度 H27 H28 H30

目標値 15 18 25

実績値 11

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値

H31 H36

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

年度 H27 H28 H30

目標値

実績値
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◇平成27年度の事業評価

・平成27年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の改善と見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

・事業の分類

大分類 細分類

（作成日）
01035000 高齢者福祉課 小松　靖弘 平成 28 7 1

平成28年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

事業費

・包括的支援事業
　　虐待防止・困難事例対応事業（高齢者虐待の早期発見・早期対応のための体制づくりを行う。）
・任意事業
　　成年後見制度利用支援事業（認知症高齢者や虐待を受けている高齢者が円滑に成年後見制度の利用がで
     きるよう相談に応じるとともに、人権擁護の観点から市長申立の必要がある高齢者の支援を行う。）

指標の達成度

計画通り
・包括的支援事業
　　虐待防止・困難事例対応事業（高齢者虐待の早期発見・早期対応のための体制づくりを行った。）
・任意事業
　　成年後見制度利用支援事業（認知症高齢者や虐待を受けている高齢者が円滑に成年後見制度の利用ができ
    るよう相談に応じるとともに、人権擁護の観点から市長申立の必要がある高齢者の支援を行った。）

現状 人工 現状
・「虐待防止・困難事例対応事業」では、高齢者虐待防止担当者研修会の実施、高齢者虐待防止連絡会の開催、高齢者虐
待防止講演会の開催等により、虐待防止に取り組んだ。
・「成年後見制度利用支援事業」は、成年後見制度の利用に関する相談、市長申立の手続等、後見人等の報酬助成等によ
り、認知症高齢者や虐待を受けている高齢者を支援した。

協働・助成

大項目 現状 小項目

現状 人工 現状
・今後、高齢化の進展に伴い認知症高齢者も急増することが予測されるため、高齢者虐待の防止ならびに支援対応の充実を
図る。
・今後は、法人後見の導入等により成年後見制度利用の需要が高まることを踏まえ、後見人等の引き受け手を専門職以外
へも拡大することや、市民後見人育成についても成年後見制度利用状況や家庭裁判所の動向を把握し、検討を行っていく。

収集・分析 事業費大項目 改善 小項目

事業推進 福祉支援


